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課・室名

電話番号

１ 施策の目的

対象（誰、何を対象としているか） 意図（どのような状態にしたいのか）

２ 施策の成果状況

成
果
指
標
①

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

成
果
指
標
②

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

成
果
指
標
③

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

３ 市民満足度調査の状況

満足度

不満度

重要度

令和 年度6 高松市施策評価表（ 年度分）5 令和 年6

市民と行政がともに力を発揮できるまち

相互の特長をいかした多様な連携の推進

連携の推進
Ａ

政策局

政策課

087-839-2135

　国、県、県内市町、産学など 　広域的な課題を始め、基礎自治体や新たな都市圏域の在り
方について調査・研究を進めるなど、効果的な連携を推進す
る。

連携中枢都市圏での連携事業数
事業

年度3 年度4 年度5 年度5 年度5

74 77 79 80 80

　新規事業数として、３事業を目標としていたが、公共施設等の共同
利用整備事業とビジネスチャットツールを活用した情報共有等の促進
事業の２事業となったため、目標を達成することができなかった。

98.8%

点29

大学等との連携・協力事業数
事業

年度3 年度4 年度5 年度5 年度5

120 119 127 110 110

　大学等と新たな連携・協力事業に取り組んだことにより、目標を達
成することができた。

115.5%

点30

企業等との連携・協力事業数
事業

年度3 年度4 年度5 年度5 年度5

86 125 131 60 60

　企業等と新たな連携・協力事業に取り組んだことにより、目標を達
成することができた。

218.3%

点30
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４ 施策に係るコスト

事業費

人件費

トータルコスト

５ 今後の方向性と課題

施策の推進状況と課題

施策推進の方向性

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

年度（決算）3 年度（決算）4 年度（決算）5 年度（予算）6

500 418 12,001 819

15,101 10,852 14,656 10,914

15,601 11,270 26,657 11,733

　瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンについては、昨年５月に、新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置付けが５類に移
行し、様々な連携事業に取り組んだが、圏域の人口は当初の想定よりも減少している。
　本市の人口減少率は、香川県全体と比較すると緩やかではあるが、連携市町は、減少率が大きく、圏域の活性化のためには、生
活関連機能サービスの向上などに資する取組の更なる推進が必要である。
　企業等との連携については、移住・定住の促進など、交流に関して、１者と包括連携協定を締結した。引き続き、地域課題の解
決を図るため、新たな連携事業に取り組む必要がある。

　令和５年２月に連携・協力に関する協定書を締結した神戸市等の広域都市間連携や、国・県・産・学との連携により、地域課題
の解決を図る。
　また、瀬戸・高松広域連携中枢都市圏内の市町と連携して、連携事業を着実に推進することにより、人口減少、少子・超高齢社
会においても一定の圏域人口を有し、活力ある社会経済の維持に努める。
　さらに、大学、企業等の多様な主体との連携事業の拡充を図り、様々な地域課題の解決を図る。

県等との連携強化

（評価対象外）広域都市連携事業
○



基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

多様な主体との連携強化
Ａ

多様な主体との連携推進事業
○ ○ 97% Ａ 拡充

大学等との連携・協力事業数

企業等との連携・協力事業数

115.5%

159.8%

連携中枢都市圏における連携事業の充実
Ａ

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン推進事業
○ 95% Ａ 改善継続

圏域で取り組む連携事業の数（都市圏ビジョン登載事

業数）
98.8%

次期連携中枢都市圏構想策定事業
○ ○ 97% Ａ 完了

次期連携中枢都市圏構想策定率
100.0%


